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暴力団の追放に向けて

暴力団とは、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴力団対策法」という。）に

より、「その団体の構成員が集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがあ

る団体」と規定され、暴力団員は、組織の威力を背景に、直接暴力を行使したり、脅しを武器にしたり

して、善良な県民や企業から、不法・不当な利益を得ています。

平成４年に暴力団対策法が施行され、暴力団に対する取締りは一層強化されましたが、暴力団は、組

事務所から代紋、看板を撤収し、暴力団を示す名刺を使用しないなど、組織実態に関する事実を隠ぺい

する動きを強めるとともに、活動形態においても、企業活動を装ったり、政治活動や社会運動を標榜し

たりするなど、不透明化を進展させています。

また、覚醒剤や賭博等の伝統的資金源に加えて、建設業や不動産・金融・証券取引等へ進出し、企業

活動を仮装した一般社会での資金獲得活動を行うなど、社会経済情勢の変化に応じた多種多様な資金獲

得活動を行っています。

こうした暴力団の動きに対応するため、平成19年に、犯罪対

策閣僚会議幹事会申合せとして「企業が反社会的勢力による被

害を防止するための指針」が策定・公表されました。

この指針は、企業の反社会的勢力対策を大きく前進させ、一

方で、平成23年10月までに全国47都道府県において暴力団排除

条例が施行されたことにより、「社会」対「暴力団」の構図が

鮮明となり、自治体や企業、県民の取組みにより、暴力団排除

の気運が大いに高まり、暴力団は社会から孤立しつつあります。

社会 対 暴力団


